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2021 年度 公益財団法人青森学術文化振興財団事業 調査報告書

青森県内の外国人人材と多文化化 

～青森県の多文化共生事情～ 

青森公立大学 経営経済学部 

地域みらい学科 教授 佐々木てる

はじめに

 本報告書は 2021 年度「青森県内の外国人

材と多文化化について」事業の成果報告書

である。青森県では周知のように人口減少

に拍車がかかり、現在人手不足が深刻な状

況になっている。特に青森県の産業の中で

も、一次産業は生命線ともいえるものにも

かかわらず、その人手不足、後継者不足は解

消されていない。このため、ここ 2～3 年に

かけて労働力不足を解消するという視点で、

外国人人材について調査を行っている。こ

の結果、新型コロナウイルスの対策がしっ

かりとできた際には、さらなる人手が必要

ということがわかってきた。こういった問

題意識から、本研究はさらに聞き取りを中

心として、県現状を把握し将来的には労働

力ではなく、地域の仲間として人を受け入

れることが可能かを問うものである。

1 2021 年度の調査概要

 2020 年度は「青森県の外国人人材をめぐ

る現状と課題」として、報告書を上程した。

そこでは、「北日本造船：「みちのく中小企業

組合」「特別養護老人ホームみちのく荘」な

どの外国人人材の受け入れ機関、および県

内に在住する外国籍の方々の語りを紹介し

た（2021 年 3 月刊行）。2021 年度は継続研

究として、JA 津軽みらい、弘前市国際広域

観光課などの受け入れ団体および行政の視

点を調査した（2021 年 10 月 5 日）。また県

内で技能実習生を受け入れている澤建工業

にてベトナム人 2 名への聞き取り（同年 10

月 24 日）、さらに三沢の国際交流教育セン

ターにて軍関係のアメリカ人と交流、聞き

取りを行った（同年 12 月 22 日）。なおこれ

らの調査は 2021 年度青森公立大学地域み

らい学科演習科目「知の挑戦Ⅰ」の活動と兼

ねている。以下それぞれの調査結果に関し

て内容を紹介し、最後に聞き取り調査から

知りえた知見および提言などをおこなって

いくことにする。

2 人手不足の助っ人・技能実習生

2.1 津軽みらい農業協同組合

 青森県津軽地方の農業は主にりんごの生

産および稲作が中心といえる。ところが数

年前からりんご生産者の人出不足が顕著に

なり問題視されている。これに対し、すでに

2016 年には相馬村農協でベトナム人実習生

を 12 名雇い入れるなど海外からの労働力

にも注目が集まっている。JA 津軽みらいで

はもともと中国人技能実習生を 10 名程度

雇い入れていた。しなしながら新型コロナ

禍において、新規の技能実習生に国外から
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来てもらうのが困難になった。そこで 2021

年 6 月より、国内で技能実習の期間が終了

もしくは、受け入れ先の事情で働けなくな

ったが、帰国できない実習生を労働力とし

て募集した。その結果多くの応募があり、

（調査時）現在 40 名近くの実習生が働いて

いるとのことである。今後はさらに人数を

増やしていくことも視野入れている。こう

した取り組みはピンチの中でもチャンスを

作り出す意味で非常に注目すべき事例だと

いえる。もちろん課題もあり、国からの補助

金はほぼなく、周囲の市町村行政との連携

も難しいのが現状である。そのため労災保

険、交通費、アパート備品代など様々な費用

がかかる。りんご産業は青森県にとっても

主要な看板産業であることを考えれば、今

後行政の支援が待たれるといえる。

2.2 ベトナム人実習生

十和田の澤建工業では 3 名のベトナム人

実習生を雇い入れている。3名は30代1名、

20 代 2 名と若い。30 代男性は本国に妻子を

残しており、子どもは 6歳と 4歳だという。

その他 2 人は 20 代前半である。ベトナムの

送り出し機関、TVC 人材開発貿易サービス

株式会社より派遣されている。この会社は

八戸の「あすなろ人材共同組合（前 DTB 交

流促進共同組合、北日本支部）」と協定を結

んでおり、そこが日本の監理団体となって

いる。彼らは来日して現在 2 年半たってお

り、日本語で聞き取りができた。日常生活レ

ベルでの日本語は習得していることがわか

る。2022 年の 3 月に帰国になるが、2 号級

の資格試験をうけて合格できれば、再来日

しさらに 2 年間働きたいと考えている。

 労働内容は建築現場での手伝いになる。

特に型枠を作る仕事に従事している。朝 8

時から夕方 5 時まで働いている。仕事は「楽

しい」とのことである。なお収入の 7 割は

本国に送金しているという。最初に来ると

きに 3 年間でどの程度ためるのかというの

を設定しているとのことである。

 日常生活は、それほど困難はないようで

ある。コロナワクチンに関してもすでに 2

回接種したとのことである。日常生活で重

要なことは、特にスマートフォンである。家

族とは毎日 FB でやり取りしているという。

そのため住居で重要だったのは Wifi 環境で

あったという。またキャリアはベトナムか

ら送付してもらっているという。パソコン

も Web で購入し、情報収集・情報交換に活

用している。休みの日は、他の機関に所属し

ている、本国の人々と会うこともある。一人

は従妹が八戸でやはり技能実習生として来

日しており、塗装業務に従事しているとい

う。また友人とあつまって食事することも

あるが、コロナ禍であるためなかなか自由

には集まることができないとのことである。

（写真 1：ベトナム人実習生 3 人と）

受け入れ機関の話で重要だと感じたこと

は、しっかり現地に行き、さらに実習生の家

族に会っていることであった。澤建工業で

は直接現地に行って、実習生の親と直接話
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をするためにハノイに赴いている。やはり

しっかりと相手の出身地に訪問し、ご両親

に会うことは互いに安心で重要なことであ

る。将来的にも 3～4 人は継続して仕事をお

願いしたいと考えている。

3 行政の取り組み：交流と共生

3.1 交流人口を考える：弘前市

 行政の取り組みとして観光に関すること

を弘前市役所の国際観光課の方から伺った。

人口減少対策においては、交流人口→循環

人口→共生人口の流れができることが、一

つの解決策になることは以前から指摘して

いる（佐々木 2017）。青森県においてはイン

バウンドに力を入れており、海外との交流

を促進してきた。しかしながらここ 2 年間

コロナ禍において観光客は激減し、インバ

ウンド促進に関しても、待ったがかかって

いるといえるだろう。そんな中でも、弘前市

の国際観光課では、コロナ以前から交流の

あるタイや台湾とオンラインで情報交換、

情報発信を行っているという。弘前市では

「インバウンド推進協議会」が事業を行っ

ており、そこには交通（バス・タクシー）／

宿泊施設の事業者が参加している。こうい

った地元組織の取り組みによって、統一さ

れた交通、宿泊施設の多言語化サービスな

どが実現されている。注目点としては、ドイ

ツ語やフランス語といった欧州言語の翻訳

もあり、これは欧州の中でも来日者が多い

国、またフランスなどではシードル（リンゴ

酒）を通じた関係があるためといった背景

がある。また興味深いのは宿泊者の人数が、

5 月（花見）や 8 月（祭）といった期間以外

にも、10 月に増加していることであった。

この点は担当者いわく、「おそらくりんごが

出回っている時期と重なっており、中国か

らの観光客が、本国にはないりんごを目当

てに来ているのではないか」、とのことであ

る。青森ならではの観光戦略はこうした点

からも発展する可能性を感じた。いずれに

せよコロナが終息すれば、再び海外からの

客も増加することは間違いない。現在取り

組んでいる Web 観光も活かしつつ、新たな

る集客戦略についても継続的に考えている

といえる。

3.2 共生の街：三沢市

 三沢市は周知のように日米安全保障条約

のもと戦後在日米軍が駐留している。三沢

市の歴史はまさに在日米軍との共生の歴史

であり、文化的な交流も深い。今回は三沢市

の政策部、国際交流課の担当者の方に話を

伺った。この国際交流課は三沢市でも独特

の役割を果たしており、オフィスは三沢国

際交流教育センターにある。その建物は研

修センターを兼ねており、国際交流のみな

らず多目的使用される。また図書館には英

語の漫画もそろえており、身近な国際交流

としてはかなり充実した施設といえるだろ。

う。

（写真 2：英語版の『ワンピース』）

特筆すべきは交流協会が行っているグロ

ーバル人材事業「あおもりグローバルアカ
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デミー」である。このプログラムは 1 泊 2

日を 3 回にわたり、様々な研修を行うもの

である。2021 年度はオンラインも含んだが

青森公立大学の学生も参加している。中で

も最終日には異文化コミュニケーションを

含め、みずからが課題に取り組みプレゼン

テーションを行う時間があり、単なる語学

の学習とは違い、自発的な参加型となって

いる。

今回の調査ではこういったプログラムに

も関わっている米国人 3 人と学生が交流を

行った。コロナ禍という状況もあり、依頼か

らセッティングまで非常に短い時間であっ

たが、来てくださる方がすぐに決まったこ

とからも、このセンターが普段から米国の

方とよき関係を築いていることを伺い知る

ことができる。青森県という人口減少地域

で、さらに全国の中でもトップクラスで外

国籍人口が少ない地域であるが、日常的に

交流が出来ている三沢市には、今後の青森

の多文化化につながるノウハウが多く蓄積

されているといえる。

 （写真 3：公立大生との交流の様子）

まとめ

 今回の調査で明らかになったことをまと

めておく。まずここ 2 年はコロナ禍という

特殊な状況であるものの、今回話をしてく

ださった組合、受け入れ企業は今後も見据

えたうえで、独自の対応を考えだしていた。

そこでは実習生の募集を国内で行う、感染

対策をしっかりと行ったうえで日常生活を

見守る、研修などに積極的に Web、SNS を

動員するなどである。昨年の調査も同様で

あったが、コロナの流行が収まったあと、継

続的に海外から人材を招きいれるというス

タンスは変更ないようである（佐々木 2021）。

 問題は本研究のテーマにあるように、将

来的に海外からの人が移住し、文化的な融

合、統合が進むという意味での多文化共生

が可能かという点である。こういった視点

にたつと三沢の歴史的な経緯は非常に参考

になる。特に日常レベルでの異文化交流が

行われている点は注目に値する。その他、働

いている実習生に関しても、地域社会との

文化交流が行われているとの報告も聞いて

いる。もちろんすべての受け入れ機関で行

われているわけではないであろうが、「人」

を受け入れており、将来的に同じ「住民」

「市民」になる可能性があるということも

視野に入れる必要がある。その意味で地元

地域との積極的な交流が、実は将来の地域

社会のかたちを創り出していく一歩になる

と考えられる。
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